
　２　施策の目的と成果把握
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① 対象
　　（この施策は、誰、何を対象としているのか）

・市民、行政 ・市外の住民
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1,200
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② 対象指標　（対象の大きさを表す指標）

④ 成果指標　（意図の達成度を表す指標）
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25年度

C
ボランティアセンターのボランティア登録会員
数

③ 意図
　（この施策によって対象をどう変えるのか）

実績値

・まちづくり活動に参加する
・移住定住する
※「まちづくり活動」とは、
　市民と行政、あるいは市民どうしが、それぞれの果たすべき責任と役割を自覚し、互いに協力しながら、個性
豊かで活力ある地域社会をつくっていくための諸活動をいう。
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70.070.0

100

⑤ 成果指標の測定方法　（実際にどのように実績を把握するか）
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まちづくり活動に参加している市民の割合
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自治組織、ＮＰＯ法人、ボランティア団体等の
数

A

総務課、秘書広報課、企画政策課、健康増進課、農政畜産課、生涯学習課
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市民参加によるまちづくりの推進施策No.
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政策
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129,328

29年度
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126,773
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単位

　１　基本計画期間（平成25年度～平成29年度）における施策の方針

平成

6 政策名

年度

共生協働推進課施 策 主 管 課政策No. 共生・協働のまちづくり

■市民と行政、あるいは市民同士が、相互に信頼関係を築き、それぞれの果たすべき責任と役割を自覚するとともに、対等な立場で協力し、支えあう活力ある市
民参加によるまちづくりを目指す。
■移住定住関連事業を実施し、移住定住促進に積極的に取り組む。

西　敬一朗
重点
施策

27 施策マネジメントシート１　(平成26年度目標達成度評価)

50

⑥ 平成29年度の目標値設定の考え方

Ｂ

△ △ △

　「自治会加入率」については、都市化の進展や加入率の高い高齢世帯の自然
減により加入率が減少傾向にあるが、魅力ある自治会活動を行うことにより、
70.0％を目標値とする。

Ａ　まちづくり活動に参加している市民の割合
※総合計画進行管理に係る市民意識調査
※（全回答人数－参加していない人数－無回答）/全回答人数
Ｂ　自治会加入率
※自治会管理システムによるデータ（４月１日現在）
Ｃ　ボランティアセンターのボランティア登録会員数
※社会福祉協議会ボランティアセンターと生涯学習ボランティアバンク（生
涯学習課）に登録している会員の合計数
なお、社会福祉協議会ボランティアセンターの登録会員数については、平
成21年度からボランティア保険未加入者も登録会員数に含める。
Ｄ　移住者数
※本市への移住定住希望者で、移住定住窓口に相談があり移住があった
数（支援制度を利用した移住者数を含む。）

A

　「まちづくり活動に参加している市民の割合」については、市民意識調査（平成
23年度）によると「地域の活動にぜひ参加したい」と回答した市民の割合が約10％
であることから、公益的な市民活動への理解や関心を深め、参加するきっかけとな
るような機会づくりや啓発活動を行い、市民の参加意欲を高めることにより、平成
23年度実績値の51.1％から10.9ポイントの成果向上を目指す。

Ｃ

　「ボランティアセンターのボランティア登録会員数」については、ボランティア活
動に対する意識の啓発と参加しやすい環境づくりを行うことにより、6,200人を目標
値とする。

Ｄ

　「移住者数」については、過去５年間の移住者数の年平均が95人であることを踏
まえ、今後も積極的に移住定住関連事業を行うことにより、毎年度100人を目標値
とする。

目標値 60 100 100 100

Ｄ 移住者数 人

成り行き値 20 50 50 50 50

○

100

実績値 222 118 98

98%

結果 ◎ ◎

達成率 370% 118%
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 ① この施策の役割分担をどう考えるか（協働による市民と行政の役割分担）

　５　施策の現状

■行政でできないこと、また、住民だけではできないことを官民一緒になって考えていかなければ良いまちづくりはできない。
■ボランティア団体等の活動を行うための人材の育成や確保、また、活動費の助成など市の支援が欲しい。
■市の職員が地域活動等にもっと参加して欲しい。
■市民活動の拠点となるような場所が欲しい。
■気軽に参加できる環境づくりが必要。
■活動に関する情報が欲しい。

施策マネジメントシート2　(平成26年度目標達成度評価)

       ア）行政の役割
　　　　　（市がやるべきこと、県がやるべきこと、国がやるべきこと）

      イ）市民（住民、事業所、地域、団体等）の役割

平成 27

■住民の価値観が多様化してきており、地域の課題の共有化が難しくなっている。また、地域活動の中心を担ってきた人材の高齢化により、活動の低下する
地域が増えつつある。
■地区自治公民館・自治会役員のなり手不足や自治会加入率の低下が、深刻な課題となっている。
■ボランティア団体やＮＰＯ法人などの団体が年々増加してきており、その傾向は今後も続くものと思われる。特に福祉分野やまちづくりの推進、子どもの健全
育成に関連する団体が増えていく傾向にある。
■霧島市の地域特性に応じ、自立的で持続可能なまちづくりを行うため、「まちを元気にする、人を豊かにする産業づくり」、「訪れたい、住み続けたいまちづく
り」、「幸せな家庭づくりを支える環境づくり」、「暮らしやすい、暮らしたくなる地域づくり」の４つの「政策目標」を掲げ、「政策の基本方針」、「具体的施策」を定め
る霧島市版総合戦略の策定に着手した。
■地域間格差や税収減少に悩む自治体に対する格差是正推進のための「ふるさと納税」制度が脚光を浴び、納税額は年々増加している。

 ③ この施策に対して市民（対象者、納税者、関係者等）、議会からどのような意見や要望が寄せられているか？

 ① 平成26年度施策の取組方針  ② 平成26年度施策の取組方針の達成状況

■共生・協働のまちづくりのあり方について理解を深めていくため、情報の提
供と活動参加の機会づくりを行う。
■地域の課題解決に積極的に取り組む担い手の確保・育成を図る。
■地区自治公民館、自治会の加入促進のため、自治会加入推進月間を設け
加入促進を図る。
■地区自治公民館、自治会やボランティア、ＮＰＯなどの市民活動の支援を行
う。
■共生・協働のまちづくりを進めるため、市民、市民団体、行政間の連携・協
力の強化を図る。
■移住者向けの情報提供を積極的に行うため、ホームページやその他有効と
される広報活動を充実させる。
■移住者用住宅地として、市及び霧島市土地開発公社の分譲地の案内を積
極的に行う。

■情報提供の場として、地区自治公民館長・自治会長会において、市の施策
や各種支援制度の説明を行った。活動参加に対する支援制度の利用件数も
上昇しており、機会づくりにつながった。
■地区自治公民館長研修会を開催し、地域における課題をテーマにワーク
ショップ方式による意見交換等を行った。
■２月に自治会加入推進月間を設け、霧島市自治公民館連絡協議会と連携
し、自治会加入の呼びかけを行うとともに、主要企業の訪問、ポスターの掲示な
ど加入啓発を行った。
■地区自治公民館、自治会、ＮＰＯなど市民団体が行う事業に対する支援をと
おし、団体との連携・協力の強化を図った。
■市のホームページをはじめ、鹿児島県やＪＯＩＮ（移住・交流推進機構）のサイ
トに情報を掲載した。また、東京、大阪の地下鉄車内広告も利用して、移住施
策を積極的にＰＲしたことにより、300件を超える移住に関する問い合わせが
あった。
■「霧島市移住体験研修事業」などを通じて、積極的に分譲地の案内を行った
ことにより、２区画の販売実績につながった。
■移住定住促進制度の内容を見直し、市街地からの転居者も補助対象者に
加えたことにより、市域を熟知する市街地住民の移住が９世帯29人あったこと
は、中山間地域の活性化に大いに寄与したものと考える。

■「共生・協働によるまちづくり」のあり方について、市民の理解を深めていくため、まちづくり活動に関する情報や活動参加の機会を提供する必要がある。
■地域の課題解決に積極的に取り組む担い手の確保・育成を図る必要がある。
■地区自治公民館・自治会への加入促進を図るとともに、計画的な活動を支援する必要がある。
■ボランティア、ＮＰＯ法人などの市民団体の活動を支援する必要がある。
■「共生・協働によるまちづくり」を進めるため、市民・市民団体・行政間の連携を強化する必要がある。
■移住希望者に移住してもらうための支援を継続していく必要がある。
■市民となった移住者が自治会に加入し、積極的に地域活動に参加できる環境づくりに努める必要がある。

 ② 施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどのように変化しているか、更に今後どう変化するか？

6

　４　施策の特性・状況変化・住民意見等

市民参加によるまちづくりの推進

　３　基本計画期間で解決すべき施策の課題(総合計画書より)

■行政
・市民参加によるまちづくりの推進に必要な情報の提供と活動参加の機会づく
り
・市民参加によるまちづくりを推進するための環境整備（活動しやすくするため
のルールや仕組みづくり、支援を含む。）

■市民（住民）
・行政と協働して公益的な活動を責任を持って継続して行うことで、地域づくり
の主体となる。
・身近な自治会やボランティア団体等の活動に興味を持つこと。（意識改革）
■自治会等の市民団体
・地域の課題解決を責任を持って推進する。
・自治会への加入促進、ボランティア団体等への勧誘。
・住民が活動に参加しやすい環境の整備。（活動内容の見直しなど）

年度
施策名



A

B

C

D

E

F

① ⑤

② ⑥

③ ⑦

④ ⑧

まちづくりに関する意識の醸成

移住定住促進

まちづくりに参加しやすい環境づくり

達成率

90%

 ⑤基本事業の
　　　　目標達成度

　　　○＝すべての目標値を達成　　△＝一部の目標値を達成　　×＝すべての目標値を未達成

○

○

○

■共生・協働のまちづくりのあり方について理解を深めていくため、情報の提
供と活動参加の機会づくりを行う。
■地域の課題解決に積極的に取り組む担い手の確保・育成を図る。
■地区自治公民館、自治会の加入促進のため、自治会加入推進月間を設
け、地区自治公民館と連携して加入促進を図る。
■地区自治公民館、自治会やボランティア、ＮＰＯなどの市民活動の支援を行
う。
■共生・協働のまちづくりを進めるため、市民、市民団体、行政間の連携・協
力の強化を図る。
■移住者向けの情報提供を積極的に行うため、ホームページやその他有効と
される広報活動を充実させる。
■移住者用住宅地として、市及び霧島市土地開発公社の分譲地の案内を積
極的に行う。

 ７ 平成28年度に向けた施策の課題・方向性

■共生・協働のまちづくりのあり方について理解を深めていくため、情報の提供
と活動参加の機会づくりを行う。
■地域の課題解決に積極的に取り組む担い手の確保・育成を図る。
■地区自治公民館、自治会の加入促進のため、自治会加入推進月間を設け、
地区自治公民館と連携して加入促進を図る。
■地区自治公民館、自治会やボランティア、ＮＰＯなどの市民活動の支援を行
う。
■共生・協働のまちづくりを進めるため、市民、市民団体、行政間の連携・協力
の強化を図る。
■移住者向けの情報提供を積極的に行うため、ホームページやホームページ
と連動したＳＮＳその他有効とされる広報活動を充実させる。
■移住者用住宅地として、市及び霧島市土地開発公社の分譲地の案内を積
極的に行う。

 ６ 平成27年度の施策の取組方針 （昨年度マネジメントシートより）

（平成26年度目標と
　　　　　実績との比較）

Ａ　まちづくりに参加している市民の割合（55.8％）は、前年度よりは上昇しているものの、目標値
（62.0％）に達しなかった。まちづくりに参加したいと考える市民の割合（69.1％）に対し、28．7％の
市民が参加したくない、できれば参加したくないと答えており、その要因として、気軽に参加できない
（強制的）、活動に関する情報がない、時間が合わない等が挙げられる。
Ｂ　自治会加入率（63.3％）は、前年度より減少しており、目標値（70.0％）に達しなかった。
その要因として、相互扶助精神の希薄化、アパート、賃貸マンションの増加等が挙げられる。
Ｃ　ボランティアセンターのボランティア登録会員数（6,472人）は、前年度（6,275人）より増加し目標
値（6,000人）を達することができた。その要因として、ボランティア活動に対する意識の醸成が図られ
てきたことが挙げられる。
Ｄ　移住者数（98人）は、目標値（100人）をほぼ達成することができたが、若干下回る結果となった。
その要因は、平成25年度からスタートした中山間地域活性化のための新たな補助制度では、補助
金額の引き下げ（最高200万円→最高100万円）や補助対象者の年齢要件の引き下げ（65歳未満→
60歳未満）など、要件の見直しを行ったことが考えられる。

結果

△62.0 55.8

目標値 実績値

　目標達成           ◎ 105％以上
　目標をほぼ達成 ○　95％～105％未満
　目標を未達成　  △  95％未満

平成26年度成果指標

 ④ 平成26年度施策の成果指標の達成状況及び要因 ③ 平成26年度施策の目標値と実績値の比較

70.0 63.3 90% △

6,050 6,472 107% ◎

100 98 98% ○



-

　２　基本事業の指標等の推移 ◎目標達成（105％以上）　　○目標をほぼ達成（95％～105％未満）　△目標を未達成（95％未満）

　５　平成26年度基本事業の取組方針の達成状況

■まちづくりの主役は市民であるという意識を育てるため、引き続き善行
者の表彰を行う。
■市民が公益的な市民活動に関心を持ち、その活動に参加するきっか
けとなるための啓発活動や機会づくりをさらに進める。
■「共生・協働によるまちづくり」のあり方について、「共生・協働に関する
指針」を基に、市民と行政の相互理解を深めていく必要があることから、
広報誌やホームページ、FMきりしま等を通じ啓発を行う。

　６　平成26年度基本事業の成果指標の達成状況及び要因

　４　平成26年度基本事業の取組方針

実績値

■まちづくりの主役は市民であるという意識を育てるため、引き続き善行
者の表彰を行う。
■市民が公益的な市民活動に関心を持ち、その活動に参加するきっか
けとなるための啓発活動や機会づくりをさらに進め、地区自治公民館、自
治会への加入促進へつなげる。
■「共生・協働によるまちづくり」のあり方について、「共生・協働に関する
指針」を基に、市民と行政の相互理解を深めていく必要があることから、
広報誌やホームページ、FMきりしま等を通じ啓発を行う。

■まちづくりの主役は市民であるという意識を育てるため、引き続き善行者の表
彰を行う。
■市民が公益的な市民活動に関心を持ち、その活動に参加するきっかけとな
るための啓発活動や機会づくりをさらに進め、まちづくり活動の基本ともなる自
治会への加入促進につなげる。
■「共生・協働によるまちづくり」のあり方について、「共生・協働に関する指針」
を基に、市民と行政の相互理解を深めていくため、広報、研修、地域まちづくり
支援事業の推進等をとおし啓発を行う。

　７　平成27年度基本事業の取組方針

Ａ　まちづくり活動に参加したいと考える市民の割合は、69.1％であり、目標値（72.0％）を達成できなかった。その要因として、気軽に参加できない（強制
的）、活動に関する情報がない、時間が合わない等が挙げられる。また、背景には、自治組織の加入率の低下や自治会会員の高齢化等による組織機能
の低下、若い世代のまちづくり活動に対する意識の希薄化等が考えられる。
※まちづくり活動に参加したいと考える市民の割合（年代別）
　　50代～60代の平均　74.6％
　　20代～40代の平均　59.4％

24年度

Ａ

結果

成り行き値 56.4

71.5

Ｂ

達成率

成り行き値

■まちづくりの主役は市民であるという意識を育てるため、道義高揚・豊かな心
推進大会や市政功労者表彰等で善行者の表彰を行った。
■共生・協働のまちづくりについて、共生・協働に関する指針を基に、市民と行
政の相互理解を深めるため、ホームページによる広報、地区自治公民館長研
修会や市民活動支援事業の成果報告会をとおして市民への啓発を図るととも
に、地域まちづくり支援事業及び自治会加入の促進を地区自治公民館等と連
携し実施した。

市民

基本
事業№

まちづくり活動に参加したいと
考える市民の割合

目標値

市民意識調査

102%

6-1-1 基本事業名

単位
③数値
   区分

目標値

達成率

結果

27 年度 基本事業マネジメントシート　(平成26年度目標達成度評価)

①成果指標名

　１　基本事業の目的、取組み方針

69.0

　①基本計画期間における取り組み方針　(総合計画書より)

平成

基本事業
主担当課

27年度26年度

共生協働推進課まちづくりに関する意識の醸成

②対　象

69.0

施策名

②成果指標の測定方法

■まちづくりの主役は市民であるという意識を育て、市民が公益的な市民活動に関心を持ち、その活動に参加するきっかけとなるための啓発活動や機会
づくりを更に進める。
■「共生・協働によるまちづくり」のあり方について、「共生・協働に関する指針」を基に、市民と行政の相互理解を深める。

29年度
（目標年度）

69.3

1

70.0 71.0 72.0

6

75.0

69.0

28年度

98%

③意　図

69.1％ 実績値

○ ○ ○

96%

市民参加によるまちづくりの推進

73.0

69.0 69.0

まちづくり活動に関心を持つ

25年度

74.0

　８　平成28年度に向けた基本事業の課題・方向性

　３　基本計画期間における基本事業の目標設定の根拠

Ａ　まちづくり活動に参加したいと考える市民の割合は約69.3％（平成25年度実績）となっており、年代別にみると、50代から60代の平均は約76.1％と目
標値に達しているものの、20代から40代の平均は64.1％と目標値を下回っている。
　このようなことから、若い世代に対し、地域活動や公益的な市民活動への理解や関心が深まるよう啓発を行い、参加意欲を高めて目標値75％を目指
す。



-

　２　基本事業の指標等の推移 ◎目標達成（105％以上）　　○目標をほぼ達成（95％～105％未満）　△目標を未達成（95％未満）

　４　平成26年度基本事業の取組方針 　５　平成26年度基本事業の取組方針の達成状況

　７　平成27年度基本事業の取組方針 　８　平成28年度に向けた基本事業の課題・方向性

■地区自治公民館、自治会の活動を支援するため、市内89全ての地区
自治公民館に配置した地域まちづくりサポーター（市職員のボランティ
ア）の活動の活性化を図り、地域まちづくり支援事業や地域振興補助制
度等を推進する。
■市民団体が行う公益的な活動に対する支援を行う。
■市民団体との連携・協働体制の強化を図るとともに、情報交換の場や
活動発表の場の確保に努める。

■地区自治公民館、自治会の活動を支援するため、市内89全ての地区自治
公民館に配置した地域まちづくりサポーター（市職員のボランティア）の活動の
活性化を図り、地域まちづくり支援事業や地域振興補助制度等を推進する。
■市民団体が行う公益的な活動に対する支援を行う。
■市民団体との連携・協働体制の強化を図るとともに、情報交換の場や活動発
表の場の確保に努める。

■地区自治公民館、自治会の活動を支援するため、市内89全ての地区
自治公民館に配置した地域まちづくりサポーター（市職員のボランティ
ア）の活動の活性化を図り、地域まちづくり支援事業や地域振興補助制
度等を推進する。
■市民団体が行う公益的な活動に対する支援を行う。
■市民団体との連携・協働体制の強化を図るとともに、情報交換の場や
活動発表の場の確保に努める。

■地域まちづくりサポーターの配置により、地域まちづくり支援事業の各種取
組が進んだ。（平成26年度取組件数　31件）
■地区活性化事業補助金等の支援を受けた団体が増加した。（392→397）
■地区自治公民館長研修会や市民活動支援事業成果報告会を開催し、意見
交換等を行った。

　６　平成26年度基本事業の成果指標の達成状況及び要因

Ａ　まちづくりや地域活動を行っている市民団体数は、1,270団体となり、目標値（1,210団体）を達成できた。その要因としては、ボランティア活動に対する
意識の醸成が図られてきたことが挙げられる。
Ｂ　支援制度を活用した市民団体数は、397団体となり、目標値（345団体）を達成できた。その要因としては、地区自治公民館長・自治会長会及び市報、
ホームページ等における広報により、各種事業（制度）の周知が図られてきたことなどが挙げられる。

　３　基本計画期間における基本事業の目標設定の根拠

Ａ　ボランティア活動に関する市民意識の醸成を図り、市民団体の年５団体程度の増加を目指す。
Ｂ　各種支援制度について、さらに利用しやすい制度への見直しや制度周知の徹底を図り、年５団体程度の増加を目指す。

結果

実績値

達成率

Ｃ

成り行き値

目標値

結果 ◎ ◎ ◎

115% 115%

330

340 345 350 355 360

392 397

達成率 109%

330 330 330 330

実績値 380

達成率 104%

Ｂ
支援制度を活用した市民団体
数

団体
市民団体データベース
（毎年度末の数）

成り行き値 245

目標値 350

結果 ○ ○ ◎

104% 105%

1,225

実績値 1,249 1,254 1,270

1,100 1,100 1,100

目標値 1,200 1,205 1,210 1,215 1,220

28年度 29年度
（目標年度）

Ａ
まちづくりや地域活動を行っ
ている市民団体数

団体
市民団体データベース
（毎年度末の数）

成り行き値 1,100 1,100 1,100

①成果指標名 単位 ②成果指標の測定方法
③数値
   区分

24年度 25年度 26年度 27年度

　①基本計画期間における取り組み方針　(総合計画書より)

■地区自治公民館・自治会の活動を支援するため、地域まちづくり支援事業や地域振興補助制度等を推進する。
■市民団体が行う公益的な活動に対する支援を行う。
■市民団体との連携・協働体制の強化を図るとともに、情報交換や活動発表の場の確保に努める。

②対　象 市民団体 ③意　図
（活動に対する資金や人材等の支援を行うことにより、）まちづくりや地域活動がしや
すくなる

　１　基本事業の目的、取組み方針

基本事業マネジメントシート　(平成26年度目標達成度評価)
施策名
6 1 市民参加によるまちづくりの推進

基本
事業№

6-1-2 基本事業名 まちづくりに参加しやすい環境づくり
基本事業
主担当課

共生協働推進課

平成 27 年度



-

　２　基本事業の指標等の推移 ◎目標達成（105％以上）　　○目標をほぼ達成（95％～105％未満）　△目標を未達成（95％未満）

移住定住促進
基本事業
主担当課

共生協働推進課

平成 27 年度

　１　基本事業の目的、取組み方針

基本事業マネジメントシート　(平成26年度目標達成度評価)
施策名
6 1 市民参加によるまちづくりの推進

基本
事業№

6-1-3 基本事業名

　①基本計画期間における取り組み方針　(総合計画書より)

■本市を全国にＰＲし、移住者向けの情報提供を積極的に行うとともに関連する各種支援を行う。
■中山間地域の活性化を図るため、市街地から中山間地域への転居に対する支援制度を整備する。

②対　象
・市外の住民
・市民

③意　図
・霧島市に移り住んでもらう
・中山間地域に移り住み、まちづくり活動を行ってもらう

①成果指標名 単位 ②成果指標の測定方法
③数値
   区分

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
（目標年度）

Ａ 移住者数 人 移住定住支援実績

成り行き値 20 50 50

目標値 60 100 100 100 100

50 50 50

118% 98%

100

実績値 222 118 98

結果 ◎ ◎ ○

達成率 370%

Ｂ

成り行き値

目標値

達成率

実績値

結果

　６　平成26年度基本事業の成果指標の達成状況及び要因

Ａ　市全体での移住者は、39世帯98人と目標（100人）を若干下回る結果となった。その要因は、平成25年度からスタートした中山間地域活性化のための
新たな補助制度では、補助金額の引き下げ（最高200万円→最高100万円）や補助対象者の年齢要件の引き下げ（65歳未満→60歳未満）など、要件の
見直しを行ったことが考えられる。
　一方、補助対象者を市外からの転入者だけでなく、市街地からの転居者も対象者に加えたことにより、転居による移住者は、９世帯29人であった。この
ように、市域を熟知している市街地住民が中山間地域へ移住したことにより、中山間地域の活性化に大いに寄与したものと考えられる。

　３　基本計画期間における基本事業の目標設定の根拠

Ａ　平成23年度の実績は122人であるが、過去５年の平均は95人である。また、平成25年度以降は、年齢要件や補助金額の見直しを行う一方、市街地か
らの転居者も対象者に加える新たな補助事業を行うことにより、目標値を100人とした。なお、団塊の世代の移住のピークは平成24年度までと見込んでお
り、今後は若者を中心とする移住者を確保できるよう努力する必要がある。

　４　平成26年度基本事業の取組方針 　５　平成26年度基本事業の取組方針の達成状況

　７　平成27年度基本事業の取組方針 　８　平成28年度に向けた基本事業の課題・方向性

■ホームページやホームページと連動したSNSなど広報活動を充実し、
本市の魅力の情報提供を積極的に行う。
■情報提供を受けた市外の住民に、本市へ移住してもらう。また、ふるさ
と納税制度により本市を応援してもらう。
■移住者用住宅地として、市及び霧島市土地開発公社の分譲地の案内
を積極的に行う。
■中山間地域の活性化を図るため、移住定住促進制度をＰＲする。

　全国の移住希望者の中には本市を知らない人も多い。このため次のような取
り組みを引き続き行う。
■ホームページやホームページと連動したSNSなど広報活動を充実し、本市の
魅力の情報提供を積極的に行う。
■情報提供を受けた市外の住民に、本市へ移住してもらう。また、ふるさと納税
制度により本市を応援してもらう。
■移住者用住宅地として、市及び霧島市土地開発公社の分譲地の案内を積
極的に行う。
■中山間地域の活性化を図るため、移住定住促進制度を見直しながら継続す
る。

■移住者向けの情報提供を積極的に行うため、ホームページやその他
有効とされる広報活動を充実させる。
■移住者用住宅地として、市及び霧島市土地開発公社の分譲地の案内
を積極的に行う。
■中山間地域の活性化を図るため、移住定住促進制度をPRする。

■市のホームページをはじめ、鹿児島県やＪＯＩＮ（移住・交流推進機構）のサイ
トに情報を掲載した。また、東京、大阪の地下鉄車内広告も利用して、移住施
策を積極的にＰＲしたことにより、300件を超える移住に関する問い合わせが
あった。
■「霧島市移住体験研修事業」などを通じて、積極的に分譲地の案内を行った
ことにより、２区画の販売実績につながった。
■移住定住促進制度（補助制度）による移住者は26世帯70人で、全体の移住
者も98人と若干目標を下回る結果ではあったが、市街地からの転居による移住
者を９世帯29人確保できたことは、中山間地域の活性化に大いに寄与できた。


